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山添村の人事行政の運営等の状況をお知らせします 

村職員の給与・定員などについて広く村民の皆様方に知っていただき、運営

の公平性、透明性を高めるため、次のとおり公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１） 平成２６年度新規採用の状況（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日） 

 

職 種 名 人  数 備    考 

一般行政職      ５ 人 保育士、保健師、看護師を含む 

技能労務職        ０ 人  

医 療 職        ０ 人  

 

（２） 平成２６年度退職者の状況（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日） 

 区    分 定 年 

退 職 

勧 奨 

退 職 

普 通 

退 職 

分 限 

退 職 

懲 戒 

免 職 

失 職 死 亡 

退 職 

任 期 

満 了 

合  計 

一般行政職  ０人 ２人 ２人  ０人  ０人  ０人  ２人  ０人 ６人 

技能労務職  ０人  ０人  １人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 １人 

医療職  ０人  ０人  １人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 １人 

 

（３） 部門別職員数の状況               （平成２６年４月１日現在） 

   区     分     職員数（人）   対前年増減数（人） 

  ２５年度   ２６年度  ２５年度  ２６年度 

一般行政部門 

 

 

 

 

 

 

 議 会 １ １   

 総 務 １１ １１ △１  

 税 務 ６ ６   

 民 生 ２１ １９ １ △２ 

 衛 生 ８ １０ △１ ２ 

 農 林 ９ ８  △１ 

 商 工 ２ ２   

 土 木 ３ ３   

 小 計 ６１ ６０ △１ △１ 

特別行政部門  教 育 １３ １３ △１  

公営企業等会計部門  水 道 ０ ０   

 診療所 ９ ９ １  

介護保険 ３ ３   

 小 計 １２ １２ １  

       合    計 ８６ ８５ △１  △１ 

 

２ 職員の給与の状況 

 （１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分   住民基本台帳人口 

(平成２7年4月1日) 

  歳出額 

     Ａ 

 実質収支 人件費    

  Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

前年度の

人件費率 

26年度  人 

 ３，８９１ 

         千円 

2,905,375 

     千円 

196,825 

     千円

671,120 

     ％

23.1 

      ％

22.0 

 ＊人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 
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（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分  職員数 

   Ａ 

      給   与   費 １人あたり給与費 

      Ｂ／Ａ  給 料  職員手当  期末･勤勉手当  計  Ｂ 

26年度      人 

72 

     千円 

274,864 

     千円 

60,526 

     千円 

105,313 

     千円 

440,703 

            千円 

6,121 

＊給与費は、退職手当を含んでいません。 

 （３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

   ①一般行政職                  （平成２６年４月１日現在） 

  区 分  平 均 年 齢   平均給料月額   平均給与月額 

 山 添 村     ４３．８歳    ３２９，７２４ 円   ３９６，８４０ 円 

奈 良 県 ４３．３歳   ３３５，８２３ 円   ４１９，１９０ 円 

   国    ４３．５歳    ３３５，０００ 円 －    円 

 ＊一般行政職とは、医療職・技能労務職を除いたものです。 

  ②技能労務職                                     （平成２６年４月１日現在） 

  区 分  平 均 年 齢   平均給料月額   平均給与月額 

 山 添 村 ４６．８歳 ２４８，４５０ 円 ２５１，７００ 円 

奈 良 県 ５１．５歳 ３２６，３９４ 円 ４０６，７３５ 円 

   国 ５０．１歳 ２８７，９９２ 円 －    円 

＊１．「平均給料月額」とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給

の平均です。 

２．「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、

時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものです。 

 

 （４）職員の初任給の状況      

                                      （平成２６年４月１日現在） 

区  分 山添村 奈良県 国 

一般行政職 大学卒 １７２,２００円 １８０,８００円 １７２,２００円 

高校卒 １４０,１００円 １４６,５００円 １４０,１００円 

技能労務職 高校卒 １３７,２００円 １３７,４５０円 ― 

中学卒 １２５,４００円 １２３,９００円 ― 

 

 

（５）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況     （平成２６年４月１日現在） 

 

 （６）一般行政職の級別職員数の状況                  （平成２６年４月１日現在） 

 区分        標準的な職務内容  職員数  構成比 

 ６級  課長及びこれと同等の知識、経験を必要とする業務を行う

職務 

 

 ６人 

 

12.2％ 

５級  主幹の職務 課長補佐及びこれと同等の知識、経験を必要

とする業務を行う職務 

 

  １７人 

 

34.7％ 

    区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大 学 卒 －円 353,100円 384,200円 396,100円 

高 校 卒 －円 －円 －円 －円 

技能労務職 
高 校 卒 －円 －円 －円 －円 

中 学 卒 －円 －円 －円 －円 
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 ４級 

 

 特に高度の知識又は経験を必要とする主査の職務   

１１人 

 

22.5％ 

 ３級  主査の職務   

５人 

 

10.2％ 

２級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務  

４人 

 

8.2％ 

 １級  定型的な業務を行う職務    ６人 12.2％ 

＊ 山添村の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。 

 

 （７）昇給期間短縮の状況（平成２６年度） 

    区   分  合  計 一般行政職等 技能労務職   医療職 

職員数        Ａ     ８４人     ７８人      ４人 ２人 

普通昇給期間（12～24月)を短縮し

て昇給した職員数   Ｂ 

       ０人         ０人         ０人        ０人 

比率       Ｂ／Ａ     ０．０％     ０．０％     ０．０％     ０．０％ 

 

 （８）期末・勤勉手当の状況（平成２６年度） 

      山 添 村         国 

（平成２６年度支給割合） 

   期末手当 ２．６０月分 

   勤勉手当  １．５０月分 

（平成２６年度支給割合） 

   期末手当 ２．６０月分 

   勤勉手当  １．５５月分 

（加算措置の状況） 

      役職加算 ５～１０％ 

（加算措置の状況） 

    役職加算   ５～２０％ 

    管理職加算  １０～２５％ 

 

 （９）退職手当の状況（平成２６年４月１日現在） 

   区  分     山 添 村       国 

自己都合退職  勧奨･定年退職 自己都合退職  勧奨･定年退職 

勤続２０年支給率  21.62 月分   27.025月分  21.62 月分   27.025月分 

勤続２５年支給率  30.82 月分   36.57 月分  30.82 月分   36.57 月分 

勤続３５年支給率  43.70 月分   52.44 月分  43.70 月分   52.44 月分 

最高限度支給率  52.44 月分   52.44 月分  52.44 月分   52.44 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

   （２～４５％加算） 

定年前早期退職特例措置 

   （２～４５％加算） 

 

 （１０）時間外勤務手当の状況 

 支 給 実 績      （平成２６年度決算）          ２７，７２１ 千円 

 職員１人あたり平均支給年額（平成２６年度決算）          ４６９，８４７   円 

 

 （１１）特殊勤務手当の状況 

 支 給 実 績        （平成２６年度決算）             ３７６ 千円 

支給職員1人あたり平均支給年額（平成２６年度決算）          １２，１２９   円 
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 （１２）その他の職員手当の状況 

手 当 名   内容及び支給単価 国の制度 

との異同 

 国の制度 

 

支給実績 

(26年度決算) 

支給職員1人あたり平均支

給年額 

(26年度決算) 

扶養手当 

 

 

 

 

 

 

 

・配偶者   13,000円 

・配偶者以外      

         6,500円 

・配偶者がいない場合の 

１人目    11,000円 

・特定年齢加算額 

               5,000円 

同               千円

９，８０２ 

       円 

２２２，７７２ 

住居手当 

 

・借間・借家の場合    

  上限額 27,000円 

同       千円 

１，４７２ 

       円 

２９４，４００ 

通勤手当 

 

 自動車等の使用者 

  距離区分に応じ 

  2,000円～24,500円 

同       千円 

５，９２４ 

 

        円 

８０，０５４ 

管理職手当  管理又は監督の地位に 

ある職員の場合 

 給料に支給割合（8～ 

12％）を乗じて得た額 

 

異 給料に支給割 

合（10～25 

％）を乗じて 

得た額 

     千円 

１１，５８８ 

         円

４６３，５２０ 

宿日直手当   宿日直勤務を命ぜられ 

た場合     4,200円 

同       千円

２，０８７ 

       円 

３２，６０９ 

管理職員特

別勤務手当 

 管理職手当支給対象職員

が臨時又は緊急の必要等に

より週休日等に勤務した場

合 

 ６時間以下 4,000円 

  ６時間超    6,000円 

同       千円 

９４ 

 

       円 

４，２７３ 

  

（１３）特別職の報酬等の状況（平成２６年度） 

  区   分   給料（報酬）月額     期末手当の支給割合 

 給 

 

 料 

 村 長    ５０６,０００ 円 ３．１０月分 １５％の加算措置あり 

 副村長   ４４３,０００ 円 

 教育長 ４０７,０００ 円 

 報 

 

 酬 

 議 長    ２４８,０００ 円 ２.９５月分 １５％の加算措置あり 

 副議長    １９８,０００ 円 

 議 員    １７６,０００ 円 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 （１）勤務時間の状況               （平成２６年４月１日現在） 

１週間の 

勤務時間 

１日の 

勤務時間 

開始時刻  終了時刻 休憩時間 

38時間45分 7時間45分 

 

8時30分 17時15分 12時00分 から 13時00分 

（注）保育士等、特別の形態で勤務する必要のある職員で、上記により難いものについては、
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別に定めています。 

 （２）年次有給休暇の取得状況（平成２６年１月１日～平成２６年１２月３１日） 

 平 均 取 得 日 数       １０．０ 日 

※暦年により２０日付与し、未取得分は２０日を限度として翌年へ繰り越       

されます。 

 

 （３）育児休業等の取得状況  

   区    分  平成２６年度中に 

 新たに取得 

 平成２６年度前 

から継続取得 

    計 

 育児休業  女性職員   ０人   ２人 ２人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

育児短時

間勤務 

 女性職員   ０人   ０人   ０人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

  処分の種類  処分者数 

 分限処分          ０人 

 懲戒処分  免職          ０人 

 停職          ０人 

 減給          ０人 

 戒告          ０人 

 

５ 職員の服務の状況 

区    分  違反者数 

命令に従う義務（地方公務員法第３２条）        ０人 

信用失墜行為の禁止（地方公務員法第３３条）        ０人 

秘密を守る義務（地方公務員法第３４条）       ０人 

職務に専念する義務（地方公務員法第３５条）       ０人 

政治的行為の制限（地方公務員法第３６条）        ０人 

争議行為等の禁止（地方公務員法第３７条）        ０人 

営利企業等への従事制限（地方公務員法第３８条）        ０人 

 

 

６ 職員研修の状況 

研修先又は研修名 期 間 人 数       主 な 研 修 内 容 

奈良県市町村職員研修

センター 

  日間 

２９ 

   人 

２４

  

・新規採用職員研修・中堅職員研修 

・契約事務研修 

・パソコン研修 等 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 （１）職員の健康管理の状況 

   区   分    対 象 者   備    考 

 定期健康診断  全 職 員  

 結核健康診断  全 職 員  

 給食従業員健康診断  給食従業員  検便 

 成人病健康診断  ３０歳以上の職員  
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（２）公務災害補償制度 

     加 入 団 体  災害件数    災 害 の 概 要 

地方公務員災害補償基金奈良県支部    ２件 
公務災害  ２件 

通勤災害  ０件 

 

 

 


